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１．趣旨                                 
 「宗像市元気なまちづくり基金」の益金を活用し、“文化芸術のまちづくり”を進めていくた

め、文化芸術の鑑賞機会等の創出、文化芸術活動の支援及び文化芸術活動を通じてまちづくり

に寄与する活動、後継者の育成につながる地域伝統文化を保存・活用・継承し、まちづくりに 

寄与する活動を支援します。 

 

２．対象となる団体                            

対象となる団体は、次の通りです。なお、コミュニティ運営協議会、宗像市文化協会等の市か

ら補助金・交付金の助成を受けて活動を行う団体は申請することができません。 

・ 活動する場所が市内であること。 

・ 構成員が３人以上であること。（市内に居住、通勤、通学する者） 

・ 適切な会計処理が行われていること。 

・ 宗教的活動、政治的活動、専ら営利を目的とする団体ではないこと。 

・ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第２号の規定する暴力団をいう。）又はその構成員の統制下にある団体ではないこと。 

 

３．対象となる事業                            

・ 交付決定日から令和３年３月３１日までに実施する事業であること。 

・ 営利に繋がる、また、その可能性がある事業ではないこと。 

・ 宗教的活動や政治的活動を目的とするものではないこと。 

・ 公益性、効果性等が認められる事業であること。 

・ 申請団体が主催し、主体的に行なう事業であること。 
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（１）対象事業、補助対象経費、補助率など 

対象事業、補助対象経費、補助率・限度額、補助対象期間は、次のとおりです。 

なお、宗教的活動、政治的活動、専ら営利を目的とする事業、他の公的助成制度と重複して

補助を受けている事業（民間の助成制度との重複は可）は対象外です。 

 

【新たな創造性のある文化芸術事業】 

項 目 内   容 

対象事業 
文化芸術の鑑賞機会等の創出、文化芸術活動の支援及び文化芸術活動を 

通じてまちづくりに寄与すると認められるもの 

補助対象 

経 費 

① 報償費（謝金等） 

② 旅費 

③ 需用費（消耗品費、印刷費等） 

④ 役務費（郵送料、保険料等） 

⑤ 委託料 

⑥ 使用料及び賃借料 

⑦ 原材料費 

補助率 

限度額 

補助対象経費のうち、他の補助金を控除した金額の３分の２以内の額。 

限度額は、７０万円とする。 

補助期間 交付決定日から令和３年３月３１日までに実施された事業 

最長継続年 ３年 

 

【地域伝統文化継承及び活用事業】 

項 目 内   容 

対象事業 
後継者の育成につながる地域伝統文化を保存・活用・継承し、まちづくりに 

寄与すると認められるもの 

補助対象 

経費 

① 報償費（謝金等） 

② 旅費 

③ 需用費（消耗品費、印刷費等） 

④ 役務費（郵送料、保険料等） 

⑤ 委託料 

⑥ 使用料及び賃借料 

⑦ 原材料費 

⑧ 工事費 

⑨ 備品購入費 

補助率 

限度額 

補助対象経費のうち、他の補助金を控除した合計の４分の３以内の額。 

限度額は、５０万円とする。 

補助期間 交付決定日から令和３年３月３１日までに実施された事業 

最長継続年 ３年 
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（３）申請期間 

 令和２年５月１日（金）～令和２年６月３０日（火）１７時必着 ＊事前に要相談 

 

３．申請方法 

申請書類に必要事項を記入し、令和２年６月３０日（火）１７時までに宗像市文化スポーツ課

市民文化係に提出してください。郵送の場合も必着です。 

【提出先】 

宗像市文化スポーツ課市民文化係 

〒８１１－３４９２ 福岡県宗像市東郷１丁目１番１号 

ＴＥＬ ０９４０－３６－１５４０ 、 ＦＡＸ ０９４０－３６－０２７０ 

 

４．申請書類 

募集要項及び書類は、情報コーナー（市役所本館１階）、メイトム宗像で入手、または、市公

式及びメイトムホームページからダウンロードできます。申請書の記入に関しては、５ページの

【申請書・予算書作成にあたって】を確認してください。 

ホームページアドレス 市公式    http://www.city.munakata.lg.jp/ 

           メイトム宗像 http://meitomu.com/ 

 【申請書類】 

 様式第１号：令和２年度宗像市文化芸術活動事業補助金交付申請書 

 様式第２号：前年度宗像市文化芸術活動事業実績報告書 

（令和元年度に当補助金の交付を受けた団体のみ） 

 様式第３号：令和２年度宗像市文化芸術活動事業補助金予算書 

 様式第４号：担当者連絡先届 

http://www.city.munakata.lg.jp/
http://meitomu.com/


- 4 - 

 

５．選考方法 

「宗像市市民文化・芸術活動審議会」において、提出された書類と申請団体による説明（プレ

ゼンテーション）で選考を行い、最終的に市が交付決定の可否、条件等を決定します。 

なお、「宗像市市民文化・芸術活動審議会」は令和２年７月に開催する予定です。詳細は、後

日、個別に連絡します。 

地域伝統文化継承及び活用活動事業については、「宗像市文化財保護審議会」において地域伝

統文化に該当するかどうかについて事前審査を行います。 

 

６．補助金の返還義務 

 次の場合は補助金の全額又は一部を返還しなければなりません。 

  ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員 

又は同法第２条第２号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者である

ことが判明したとき。 

イ 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたことが判明したとき。 

  ウ 補助金をその目的以外のために使用したとき。 

  エ 交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令又は規則に基づく命令に違反した

とき。 

オ 交付決定を受けた活動を中止又は実行できなかったとき。 

  カ 当初の事業予算より補助金以外の収入が多く、交付決定額を補助する必要がないとき 

    （確定額が交付額を下回った場合）。 

  キ その他、市長が必要と認めるとき。 

 

７．事業の実績報告 

 補助を受けた団体は、対象事業完了後３０日以内に「宗像市文化芸術活動事業実績報告書」

を提出してください。また、３月（予定）に開催する報告会で実績報告をしていただきます。 

※対象団体は、報告会への参加が必須条件となります。 

※翌年度も継続して行う場合、報告は翌年度の審査の参考にします。 

 

８．留意事項 

（１）同一団体の同一事業に係る補助は、継続の場合を除き、原則１回限りとします。 

（２）申請団体が同一事業において、他の公的助成制度と重複して補助を受けている、又は受け

る予定の事業については、申請することができません。また、交付決定を受けた団体で、他

の公的助成制度と重複して補助を受けた場合は、市長に文書で報告し、申請の取り下げを行

ってください。 

（３）審議会での審査等をするにあたって必要と認めた場合は、追加資料等の提出を求める場合

があります。 
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（４）審査の結果、また予算の関係上、申請額の全てを認められない場合があります。 

（５）申請時に提出した関係書類、補助金額、審査結果、事業報告等は、公開・公表を原則と

します。 

（６）提出された申請書類等は返却できませんので、あらかじめご了承ください。 

（７）事務手続等は、「宗像市文化芸術活動事業補助金交付要綱」等の関係例規に基づいて行

います。 

 

９．お問い合わせ 

宗像市文化スポーツ課市民文化係 

〒８１１－３４９２ 福岡県宗像市東郷１丁目１番１号 

ＴＥＬ ０９４０－３６－１５４０ 、 ＦＡＸ ０９４０－３６－０２７０



- 6 - 

 

【 申請書・予算書作成にあたって 】 

（１） 申請書作成 

補助対象団体のうち「市内団体」については、宗像市市民活動団体の登録に関する要綱の規

定による登録を受けた団体が対象になります。補助金申請前に団体登録申請を行ってください。 

なお、「市民活動団体登録申請書」はメイトム宗像ホームページからダウンロードできます。 

 

（２）予算書作成 

予算書を作成するにあたり、次の事項に留意してください。 

① 謝金 

ア 謝金の額は、原則として市が定める基準「講師等謝金の支出に関する基準」（次ペー 

ジ）を参考にすること。 

イ 団体構成員に対する謝金は、原則として補助対象外。ただし、資格等を持ち、広く 

参加を募集した講演会などの場合で、あらかじめ申請時に計上し、申請事業に必要 

であると認められた場合に限り対象。この場合、謝金の額は、「講師等謝金の支出に 

関する基準」の２分の１以内とする。 

② 旅費 

ア 旅費は、原則として公共交通機関の実費交通費を補助対象とする。なお、団体構成 

員のみの会議・打合せの際の旅費は、補助対象外。 

イ 旅費の算定は、原則として公共交通機関によるものとするが、公共交通機関がない 

などの理由で、自家用車などで移動するときのガソリン代は、あらかじめ申請時に 

計上し、申請事業に必要であると認められた場合に限り、対象とする。 

ウ 視察旅費は、研修等が必要な場合に限り、年度内に１回のみを対象とする。ただし、 

原則として上限を２人とする。 

③ 食糧費 

原則補助対象外。ただし、交流会など申請事業に必要であると認められた場合に限り、 

対象とする。 

④ 保険料 

市民活動中に発生したケガへの補償は、「市民活動総合補償制度」で対応すること。 

そのため、申請事業に関する保険料は補助対象外。この制度で対応できない危険な作業

を伴う事業などの場合で保険に加入する必要がある場合は、事前に相談すること。 

⑤ 備品購入費（地域伝統文化継承及び活用事業のみ） 

   交付申請書にこれまでの備品更新実績を記入し、申請事業に必要であると認められるとき

に限り対象とする。 

⑥ その他 

ア 団体の管理運営上必要な経費（事務所の家賃や電話代など）は補助対象外。 

イ 他団体への寄付金、会費などの支出は補助対象外。 
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講師等謝金の支出に関する基準 

平成１５年４月１日適用 

平成１９年４月１日改定 

１ 謝金単価                                    

区 分 単 位 ランク 金 額 

大学教授及びこれに準じるもの ２時間程度 １ ２０，０００円 

大学准教授及びこれに準じるもの ２時間程度 ２ １５，０００円 

大学講師及びこれに準じるもの ２時間程度 ３ １０，０００円 

大学助教・助手及びこれに準じるもの ２時間程度 ４  ８，０００円以内 

 

２ 単価適用 

分 野 
１ ２ ３ ４ 

２０，０００円 １５，０００円 １０，０００円 ８，０００円以内 

教育関係 

大学教授 大学准教授 大学講師、専門・専

修学校講師 

ｶﾙﾁｬｰｾﾝﾀｰ講師 

大学助教・助手 

幼小中高学校教師 

地域活動リーダー 

行政関係   官公庁職員  

報道関係 

放送局長 

論説委員長 報道部

長 

論説委員 記者 

アナウンサー 

  

医療・保健・

福祉関係 

医師 

獣医師 

臨床心理士 

理学療法士 

薬剤師 作業療法士

指圧士 社会福祉士

針灸士 健康運動士

運動指導士 栄養士

保健師 保育士 

地域活動リーダー 

法曹等関係 

弁護士 公認会計士 

検事 判事 

司法書士 税理士 

中小企業診断士 

社会保険労務士 

家庭裁判所調停委員 

行政書士 

 

宗教関係  住職 宮司 牧師   

芸術文化関

係 

 作家 芸術家 茶道・華道講師 

調理師 その他 

地域活動リーダー 

民間企業関

係 

 企業役員 

企業幹部級 

左記以外の社員 

個人事業者 

 

レクリエーシ 

ョン関係 

 日本ﾚｸﾘｪｰｼｮﾝ協会ｺ

ｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ（旧公認上

級指導者） 

日本ﾚｸﾘｪｰｼｮﾝ協会ｺ

ｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ（旧公認

１・２級指導者 

地域活動リーダー 

国際関係 
大使 領事   留学生 

地域活動リーダー 

備考１ その他の講師等については、上記基準を参考に決定する。 

２ 多数相手の講演や著名人、タレント等の場合は、相手のランク等諸事情を勘案のうえ、その都度決定す

る。 

   ３ 地域貢献的な講師等（市内に居住・勤務する講師等がボランティア的に関わる場合など）の謝

金は、下位のランクを適用することができる。 

    ４ 旅費の支給は次のとおりとする。 

     ・近郊から（宗像市郡内など近距離から）の場合………支給しない。 

     ・上記以外で旅費を支給する必要が認められる場合……実費額を旅費で支給する 

（例外として旅費相当額を謝金に含めることも可）。 


